育児休業法改正案の留意点について（秋闘情報№17）

１　特別職非常勤職員は地公育休法の適用を受けない
11月１日に閣議決定され国会に提出された国家公務員の育児休業等に関する法律等の一部を改正する法律案（以下「今回の改正法案」という）により法改正が行われれば、自治体の一般職非常勤職員のうち一定のものは育児休業を取得することができるようになりますが、特別職非常勤職員はこの改正法案による改正後も、地方公務員の育児休業等に関する法律（以下「地公育休法」という）の適用を受けず、したがって直ちに育児休業等を取得することができるようになるものではありません。
　地公育休法第１条では、「職員（地方公務員法 （昭和25年法律第261号）第４条第１項 に規定する職員をいう。以下同じ。）」とされており、今回の改正法案もこの部分を改正しようとするものではありません。したがって、今回の改正法案による改正後の地公育休法でも、引き続き、「職員」といえば「一般職に属するすべての地方公務員」（地方公務員法第４条第１項）を意味しています。

２　臨時的任用職員は地公育休法の育児休業・育児短時間勤務の規定の適用を受けない
　今回の改正法案は、地公育休法に関しては、「非常勤職員、臨時的に任用される職員その他これらに類する職員として条例で定める職員を除く。」（地公育休法第２条」）としているところを「第18条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務職員、臨時的に任用される職員その他その任用の状況がこれらに類する職員として条例で定める職員を除く。」と改正しようとするものです。したがって、臨時的任用職員（地方公務員法第22条第２項および第５項）は、今回の改正法案による改正後も、直ちに育児休業や育児短時間勤務を取得することができるようになるものではありません。
　なお、部分休業の規定（地公育休法第19条）は、従来から常勤の臨時的任用職員は適用を受けます。

３　一定の非常勤職員とは
　法律案要綱第二（地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正）に「一定の非常勤職員」ということばがありますが、これは、「第18条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務職員、臨時的に任用される職員その他その任用の状況がこれらに類する職員として条例で定める職員を除く。」（今回の改正法案による改正後の地公育休法第２条）に対応するものです。したがって条例で定めることとなりますが、人事院が、育児休業の承認の請求時に、
①引き続き任用された期間が１年に満たない職員
②子が１歳に達する日を超えて引き続き任用されることが見込まれない職員
③子が１歳に達する日から１年を経過する日までの間に、その任期が満了し、かつ、任期　が更新されないこと又は再び採用されないことが明らかな職員
④１週間の勤務日数が２日以下である職員
等を予定している（「国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出の説明」、平成22年８月10日、人事院）ことから、総務省公務員部は、これに準ずる内容を想定しているところです。

４　育児・介護休業法の改正
　現行の育児休業・介護休業等育児又は介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「育児・介護休業法」という）は、常勤の地方公務員は、任命権者の承認を受けて、要介護家族の介護をするため、休業することができるとしています（育児・介護休業法第61条第７項において準用する同条第３項～第５項）。その期間は、要介護家族の各々が介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３月の期間内において必要と認められる期間としています。そして、任命権者は、請求があった時は、公務の運営に支障があると認められる日又は時間を除き、これを承認しなければならないとしています。これは、最低限の条件であって、自治体が条例で「連続する６月の期間内において必要と認められる期間」（勤務時間法第20条第２項）と定めることを妨げるものではなく、また総務省公務員部は勤務時間法に準じた制度とすることが適当としているところです。
　今回の改正法案は、上の規定のうち、「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第４条第１項に規定する職員（同法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の非常勤職員を除く。）」とされていた部分を「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第４条第１項に規定する職員（同法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の非常勤職員にあっては、第11条第１項ただし書の規定を適用するとしたならば同項ただし書各号のいずれにも該当するものに限る。）」と改正しようとするものです。
　言いかえれば、自治体の特別職非常勤職員は引き続きこの法律の適用を受けません。
　また、一般職非常勤職員であっても次の各号（育児・介護休業法第11条第１項ただし書）のいずれにも該当するものに限ります。
①当該事業主に引き続き雇用された期間が１年以上である者 
②育児・介護休業法第11条第３項に規定する介護休業開始予定日から起算して93日を経過する日（以下この号において「93日経過日」という。）を超えて引き続き雇用されることが見込まれる者（93日経過日から１年を経過する日までの間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がないことが明らかである者を除く。）
　最後に、臨時的任用職員であっても常勤の職員である限り、育児・介護休業法第61条第７項において準用する同条第３項～第５項の適用を受けます。

５　自治労は、引き続き公務員連絡会に結集して、労働基準法上の労働者に該当するすべての自治体臨時・非常勤等職員が、育児休業及び介護休業等を取得することができるよう、求めていきます。 
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